
本会議の様子



○令和６年能登半島地震について

我が県におきましては、地震発生直後に、広域

応援本部を設置するとともに、被災地に保健師等

を派遣して健康支援業務に当たっているほか、県

内市町村とも連携し対口支援先である能登町に対

して、リエゾンをはじめ、支援物資拠点や避難所

運営、住家被害認定調査を支援する応急対策職員

を派遣しております。また、緊急物資については、

県内市町村及び災害時における防災協定に基づく

民間団体の協力を得て、段ボールベッドを被災地

に届けるなど、ニーズに合わせた支援活動を行っ

ているところであります。今後とも、東日本大震

災の経験を十分に活かし、被災地の1日も早い復

旧・復興に向けた支援に取り組んでまいります。

○その他の項目

・少子化問題について

・県経済の持続的な成長と魅力ある地域づくりに

ついて 他
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○令和６年度当初予算について

○仙台医療圏における病院の再編について

令和5年12月、仙台赤十字病院と県立がんセン

ターを統合して名取市に新病院を整備する計画に

ついて、日本赤十字社及び県立病院機構と基本合

意を締結しました。また、先月国において、地域

医療構想の実現に向けた「重点支援区域」に選定

され、国による財政的支援として地域医療介護総

合確保基金への交付金が優先的に配分されること

となりました。このことは、仙台医療圏南部にお

ける救急医療や周産期医療等の体制強化とがんの

総合的な診療機能を有する拠点整備に向けた大き

な前進であると考えております。引き続き関係者

「新・宮城の将来ビジョン」4年目となる令和6

年当初予算案は、昨年10月に策定した「令和6年

度政策財政運営の基本方針」に基づき、東日本大

震災で被災された方々の心のケアをはじめとする

きめ細かなソフト対策や、人口減少局面における

地域経済の持続性確保、大規模化、多様化する自

然災害への備えなどを目的として、5つの「政策

推進の基本方向」に基づき、編成したものであり

ます。

主な施策については、①被災地の復興完了に向

けたきめ細かなサポート、②富県宮城を支える県

内産業の持続的な成長促進、③社会全体で支える

宮城の子ども・子育て、④誰もが安心していきい

きと暮らせる地域社会づくり、⑤強靱で自然と調

和した県土づくりであり、令和6年度の当初予算

規模は一般会計で1兆238億1200余万円、総計で1

兆5197億1600余万円となります。

○令和５年度補正予算について

補正予算案の主な内容ですが、経済対策関連と

して、電気料金等の高騰により厳しい経営状況に

置かれている倉庫事業者への支援や水産加工事業

の皆様の御意見を丁寧に伺いながら、具体的な診

療科や人員体制などについて協議を進め、県民の

皆様に適切な医療を持続的に提供できる体制構築

に努めてまいります。

者等を対象に省エネ設備等の導入への助成を行う

とともに、円安基調の為替相場等を背景に配合飼

料価格の高騰が続いている畜産農家への助成を追

加します。また、介護事業所や障害福祉サービス

事業所における人材確保に向けて、介護職員等の

処遇改善を支援するほか、高齢者施設等における

防災・減災のための設備整備に対して助成を行い

ます。さらに、小中学校等における情報機器の計

画的な整備を行うための基金を造成いたします。

今回の補正額は、一般会計で673億8200余万円

の減額、総計で576億4800余万円の減額となりま

す。
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